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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法

（第二条未施行 等） 
 

（平成十四年十二月十一日法律第百四十五号） 
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第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この法律は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の名称、目的、

業務の範囲等に関する事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「非化石エネルギー」とは、非化石エネルギーの開発及び導

入の促進に関する法律（昭和五十五年法律第七十一号。以下「非化石エネルギー法」

という。）第二条に規定する非化石エネルギーをいう。 

２ この法律において「エネルギー使用合理化」とは、エネルギーの使用の合理化に関

する法律（昭和五十四年法律第四十九号）第二条第一項に規定するエネルギーの使用

の合理化をいう。 

 

（名称） 

第三条 この法律及び独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号。以下「通則法」

という。）の定めるところにより設立される通則法第二条第一項に規定する独立行政

法人の名称は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構とする。 

 

（機構の目的） 

第四条 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「機構」という。）

は、非化石エネルギー、可燃性天然ガス及び石炭に関する技術並びにエネルギー使用

合理化のための技術並びに鉱工業の技術に関し、民間の能力を活用して行う研究開発

（研究及び開発をいう。以下同じ。）、民間において行われる研究開発の促進、これ

らの技術の利用の促進等の業務を国際的に協調しつつ総合的に行うことにより、産業

技術の向上及びその企業化の促進を図り、もって内外の経済的社会的環境に応じたエ

ネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保並びに経済及び産業の発展に資することを
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目的とする。 

２ 機構は、前項に規定するもののほか、気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議

定書（以下「京都議定書」という。）第六条３に規定する排出削減単位の取得に通ず

る行動に参加すること、京都議定書第十二条９に規定する認証された排出削減量の取

得に参加すること及び京都議定書第十七条に規定する排出量取引に参加すること等に

より、我が国のエネルギーの利用及び産業活動に対する著しい制約を回避しつつ京都

議定書第三条の規定に基づく約束を履行することに寄与することを目的とする。 

 

（事務所） 

第五条 機構は、主たる事務所を神奈川県に置く。 

 

（資本金） 

第六条 機構の資本金は、附則第二条第六項及び第九項の規定により政府及び政府以外

の者から出資があったものとされた金額の合計額とする。 

２ 政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、機構に

追加して出資することができる。 

３ 機構は、前項の規定による政府の出資があったときは、その出資額により資本金を

増加するものとする。 

 

（出資証券） 

第七条 機構は、出資に対し、出資証券を発行する。 

２ 出資証券は、記名式とする。 

３ 前項に規定するもののほか、出資証券に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

（持分の払戻し等の禁止） 

第八条 機構は、出資者に対し、その持分を払い戻すことができない。 

２ 機構は、出資者の持分を取得し、又は質権の目的としてこれを受けることができな

い。 

 

第二章 役員及び職員 

 

（役員） 

第九条 機構に、役員として、その長である理事長及び監事二人を置く。 

２ 機構に、役員として、副理事長一人及び理事五人以内を置くことができる。 

 

（副理事長及び理事の職務及び権限等） 

第十条 副理事長は、理事長の定めるところにより、機構を代表し、理事長を補佐して

機構の業務を掌理する。 

２ 理事は、理事長の定めるところにより、理事長（副理事長が置かれているときは、

理事長及び副理事長）を補佐して機構の業務を掌理する。 

３ 通則法第十九条第二項の個別法で定める役員は、副理事長とする。ただし、副理事
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長が置かれていない場合であって理事が置かれているときは理事、副理事長及び理事

が置かれていないときは監事とする。 

４ 前項ただし書の場合において、通則法第十九条第二項の規定により理事長の職務を

代理し又はその職務を行う監事は、その間、監事の職務を行ってはならない。 

 

（役員の任期） 

第十一条 理事長及び副理事長の任期は四年とし、理事及び監事の任期は二年とする。 

 

（理事の欠格条項の特例） 

第十二条 通則法第二十二条の規定にかかわらず、教育公務員で政令で定めるものは、

理事となることができる。 

２ 機構の理事の解任に関する通則法第二十三条第一項の規定の適用については、同項

中「前条」とあるのは、「前条及び独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構法第十二条第一項」とする。 

 

（秘密保持義務） 

第十三条 機構の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、その職務上知ること

ができた秘密を漏らし、又は盗用してはならない。 

 

（役員及び職員の地位） 

第十四条 機構の役員及び職員は、刑法（明治四十年法律第四十五号）その他の罰則の

適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

 

第三章 業務等 

 

（業務の範囲） 

第十五条 機構は、第四条第一項の目的を達成するため、次の業務を行う。 

一 次に掲げる技術（原子力に係るものを除く。）であって、民間の能力を活用する

ことによりその開発の効果的な実施を図ることができるものであり、かつ、その企

業化の促進を図ることが国民経済上特に必要なものの開発を行うこと。 

イ 非化石エネルギー法第二条第一号から第三号までに掲げる石油代替エネルギー

を発電に利用し、若しくは同条第四号に掲げる非化石エネルギーを発生させる技

術又はこれらの技術に係る電気を利用するための技術 

ロ 非化石エネルギーを製造し、若しくは発生させ、又は利用するための技術（イ

に掲げるものを除く。） 

ハ 可燃性天然ガス及び石炭を利用するための技術（可燃性天然ガス及び石炭を発

電に利用するに当たりこれらから発生する電気の量を著しく増加させるための技

術その他の可燃性天然ガス及び石炭の利用の高度化のためのものに限る。） 

ニ エネルギー使用合理化のための技術 

二 民間の能力を活用することによりその効果的な実施を図ることができる鉱工業の

技術（原子力に係るものを除く。以下この条において「鉱工業技術」という。）に
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関する研究開発を行うこと（前号に掲げるものを除く。）。 

三 鉱工業技術に関する研究開発を助成すること。 

四 第一号に掲げる技術の有効性の海外における実証（その技術の普及を図ることが

我が国への非化石エネルギー、可燃性天然ガス及び石炭の安定的な供給の確保のた

めに特に必要である地域において行われる当該技術の実証に限る。）を行うこと。 

五 第一号ハ及びニに掲げる技術であって、その普及を図ることが特に必要なものの

導入に要する資金に充てるための補助金の交付を行うこと。 

六 次に掲げる情報の収集及び提供並びに指導に関する業務を行うこと。 

イ 可燃性天然ガス及び石炭の利用の高度化に関する情報の収集及び提供並びに第

一号ハに掲げる技術に関する指導（次号ロに掲げるものを除く。） 

ロ エネルギー使用合理化に関する情報の収集及び提供並びに第一号ニに掲げる技

術に関する指導 

七 次に掲げる石炭に関する業務を行うこと。 

イ 海外における石炭の探鉱又は海外における石炭資源の開発に必要な調査に要す

る資金に充てるための補助金の交付 

ロ 海外における石炭の探鉱に必要な地質構造の調査その他の石炭の安定的な供給

の確保に資する情報の収集及び提供並びに石炭の生産に必要な技術に関する指導 

八 鉱工業技術に係る技術者の養成及び資質の向上を図るための研修を行うこと。 

九 産業技術力強化法（平成十二年法律第四十四号）第二条第二項に規定する技術経

営力の強化に関する助言を行うこと。 

十 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

十一 非化石エネルギー法第十一条に規定する業務を行うこと。 

十二 基盤技術研究円滑化法（昭和六十年法律第六十五号。以下「基盤法」とい

う。）第十一条に規定する業務を行うこと。 

十三 福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律（平成五年法律第三十八号。

以下「福祉用具法」という。）第二十条に規定する業務を行うこと。 

十四 新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法（平成九年法律第三十七号）第

十条に規定する業務を行うこと。 

２ 機構は、第四条第二項の目的を達成するため、次の業務を行う。 

一 京都議定書第六条３に規定する排出削減単位の取得に通ずる行動に参加すること、

京都議定書第十二条９に規定する認証された排出削減量の取得に参加すること及び

京都議定書第十七条に規定する排出量取引に参加すること。 

二 前号に掲げる業務の実施に必要な場合において、地球温暖化（地球温暖化対策の

推進に関する法律（平成十年法律第百十七号）第二条第一項に規定する地球温暖化

をいう。）の防止に寄与する事業を行う者に対して、非化石エネルギー、可燃性天

然ガス及び石炭に関する技術並びにエネルギー使用合理化のための技術並びに鉱工

業の技術に関する指導を行うこと。 

三 前二号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

（業務の委託等） 

第十六条 機構は、経済産業大臣の認可を受けて、金融機関その他政令で定める法人に
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対し、前条第一項第十四号に掲げる業務の一部を委託することができる。 

２ 金融機関は、他の法律の規定にかかわらず、前項の認可に係る業務の委託を受け、

当該業務を行うことができる。 

３ 第一項の規定により業務の委託を受けた金融機関又は政令で定める法人（以下「受

託金融機関等」という。）の役員及び職員であって当該委託を受けた業務に従事する

ものは、刑法その他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員とみな

す。 

４ 経済産業大臣は、前条第一項第十四号に掲げる業務の健全かつ適切な運営を確保す

るため必要があると認めるときは、受託金融機関等に対し、その委託を受けた業務に

関し報告をさせ、又はその職員に、受託金融機関等の事務所その他の事業所に立ち入

り、業務の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 

５ 前項の規定により職員が立入検査をする場合には、その身分を示す証明書を携帯し、

関係人にこれを提示しなければならない。 

６ 第四項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し

てはならない。 

 

（区分経理） 

第十七条 機構は、次に掲げる業務ごとに経理を区分し、それぞれ勘定を設けて整理し

なければならない。 

一 第十五条第一項各号（第一号ロ及びニ、第四号、第五号（第一号ニに掲げる技術

に係るものに限る。）、第六号ロ、第七号並びに第十二号から第十四号までを除

く。）に掲げる業務のうち、特別会計に関する法律（平成十九年法律第二十三号）

第八十五条第五項に規定する電源利用対策に関する業務 

二 第十五条第一項各号（第十二号及び第十三号を除く。）及び第二項各号に掲げる

業務のうち、特別会計に関する法律第八十五条第二項に規定する燃料安定供給対策

及び同条第三項に規定するエネルギー需給構造高度化対策に関する業務 

三 第十五条第一項第十二号に掲げる業務 

四 前三号に掲げる業務以外の業務 

 

（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律の準用） 

第十八条 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和三十年法律第百七十

九号）の規定（罰則を含む。）は、第十五条第一項第三号、第五号、第七号イ、第十

一号（非化石エネルギー法第十一条第一号に係る部分に限る。）及び第十三号（福祉

用具法第二十条第一号に係る部分に限る。）の規定により機構が交付する補助金につ

いて準用する。この場合において、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

（第二条第七項を除く。）中「各省各庁」とあるのは「独立行政法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構」と、「各省各庁の長」とあるのは「独立行政法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構の理事長」と、同法第二条第一項及び第四項、第七条第二

項、第十九条第一項及び第二項、第二十四条並びに第三十三条中「国」とあるのは

「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構」と、同法第十四条中「国の会

計年度」とあるのは「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の事業年
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度」と読み替えるものとする。 

 

（利益及び損失の処理の特例等） 

第十九条 機構は、第十七条第一号、第二号及び第四号に掲げる業務に係るそれぞれの

勘定において、通則法第二十九条第二項第一号に規定する中期目標の期間（以下「中

期目標の期間」という。）の最後の事業年度に係る通則法第四十四条第一項又は第二

項の規定による整理を行った後、同条第一項の規定による積立金があるときは、その

額に相当する金額のうち経済産業大臣の承認を受けた金額を、当該中期目標の期間の

次の中期目標の期間に係る通則法第三十条第一項の認可を受けた中期計画（同項後段

の規定による変更の認可を受けたときは、その変更後のもの）の定めるところにより、

当該次の中期目標の期間における第十五条に規定する業務の財源に充てることができ

る。 

２ 経済産業大臣は、前項の規定による承認をしようとするときは、あらかじめ、経済

産業省の独立行政法人評価委員会の意見を聴くとともに、財務大臣に協議しなければ

ならない。 

３ 機構は、第一項に規定する積立金の額に相当する金額から同項の規定による承認を

受けた金額を控除してなお残余があるときは、その残余の額を国庫に納付しなければ

ならない。 

４ 第十七条第三号に掲げる業務に係る勘定（以下「第三号勘定」という。）における

通則法第四十四条第一項ただし書の規定の適用については、同項ただし書中「第三項

の規定により同項の使途に充てる場合」とあるのは、「政令で定めるところにより計

算した額を国庫に納付する場合又は第三項の規定により同項の使途に充てる場合」と

する。 

５ 第一項から第三項までの規定は、第三号勘定について準用する。この場合において、

第一項中「通則法第四十四条第一項」とあるのは、「第四項の規定により読み替えら

れた通則法第四十四条第一項」と読み替えるものとする。 

６ 前各項に定めるもののほか、納付金の納付の手続その他積立金の処分に関し必要な

事項は、政令で定める。 

 

（国の債務負担） 

第十九条の二 国が第十五条第二項に規定する業務について債務を負担する場合には、

当該債務を負担する行為により支出すべき年限は、当該会計年度以降八箇年度以内と

する。 

 

第四章 雑則 

 

（主務大臣等） 

第二十条 機構に係る通則法における主務大臣、主務省及び主務省令は、それぞれ経済

産業大臣、経済産業省及び経済産業省令とする。 

２ 第十五条第二項に規定する業務に関する事項については、前項の規定にかかわらず、

機構に係る通則法における主務大臣及び主務省令は、それぞれ経済産業大臣及び環境
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大臣並びに経済産業省令・環境省令とする。 

 

（機構の解散時における残余財産の分配） 

第二十一条 機構は、解散した場合において、その債務を弁済してなお残余財産がある

ときは、これを各出資者に対し、その出資額を限度として分配するものとする。 

 

（国家公務員宿舎法の適用除外） 

第二十二条 国家公務員宿舎法（昭和二十四年法律第百十七号）の規定は、機構の役員

及び職員には、適用しない。 

 

第二十三条 削除 

 

（他の法令の準用） 

第二十四条 不動産登記法（平成十六年法律第百二十三号）その他政令で定める法令に

ついては、政令で定めるところにより、機構を国の行政機関とみなして、これらの法

令を準用する。 

 

第五章 罰則 

 

第二十五条 第十三条の規定に違反して秘密を漏らし、又は盗用した者は、一年以下の

懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

 

第二十六条 第十六条第四項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は

同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した場合には、その違反行為をし

た受託金融機関等の役員又は職員は、二十万円以下の罰金に処する。 

 

第二十七条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした機構の役員

は、二十万円以下の過料に処する。 

一 第十五条に規定する業務以外の業務を行ったとき。 

二 第十九条第一項の規定により経済産業大臣の承認を受けなければならない場合に

おいて、その承認を受けなかったとき。 

 

附 則 〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第十五条から第十九条まで、第

二十六条及び第二十七条並びに附則第六条から第三十四条までの規定は、平成十五年

十月一日から施行する。 

 

（廃止） 

第一条の二 第四条第二項、第十五条第二項、第十九条の二及び第二十条第二項の規定
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は、平成二十八年三月三十一日までに廃止するものとする。 

 

（新エネルギー・産業技術総合開発機構の解散等） 

第二条 新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「旧機構」という。）は、機構の

成立の時において解散するものとし、その一切の権利及び義務は、次項の規定により

国が承継する資産を除き、その時において機構が承継する。 

２ 機構の成立の際現に旧機構が有する権利のうち、機構がその業務を確実に実施する

ために必要な資産以外の資産は、機構の成立の時において国が承継する。 

３ 前項の規定により国が承継する資産の範囲その他当該資産の承継に関し必要な事項

は、政令で定める。 

４ 旧機構の平成十五年四月一日に始まる事業年度は、旧機構の解散の日の前日に終わ

るものとする。 

５ 旧機構の平成十五年四月一日に始まる事業年度に係る決算並びに財産目録、貸借対

照表及び損益計算書については、なお従前の例による。ただし、附則第二十条の規定

による改正前の石油代替エネルギー法（以下「旧石油代替エネルギー法」という。）

第二十一条第一項の規定は、適用しない。 

６ 第一項の規定により機構が旧機構の権利及び義務を承継したときは、次に掲げる金

額の合計額に相当する金額は、機構の設立に際し政府から機構に対して出資されたも

のとする。 

一 機構が承継する資産（次のイからハまでに掲げる勘定に属するものを除く。）の

価額（政府以外の者から旧機構に対して出資された金額に相当する金額を除く。）

から負債（次のイからハまでに掲げる勘定に属するものを除く。）の金額を差し引

いた額 

イ 附則第十四条の規定による廃止前の産業技術に関する研究開発体制の整備等に

関する法律（昭和六十三年法律第三十三号。以下「旧研究開発体制整備法」とい

う。）第六条第一項に規定する研究基盤出資業務に係る同項の特別の勘定 

ロ 附則第二十二条の規定による改正前の基盤法（以下「旧基盤法」という。）第

十三条第一項に規定する基盤技術研究促進勘定 

ハ 基盤技術研究円滑化法の一部を改正する法律（平成十三年法律第六十号。以下

「基盤法改正法」という。）附則第十三条において読み替えて準用する基盤法改

正法附則第九条に規定する鉱工業承継勘定（以下「旧鉱工業承継勘定」とい

う。） 

二 第一項の規定による旧機構の解散の時（以下この条において「解散時」とい

う。）までに、政府から旧機構に対して旧研究開発体制整備法第四条第三号及び旧

基盤法第十一条各号に掲げる業務に必要な資金に充てるべきものとして出資された

額 

三 基盤法改正法附則第三条第一項の規定により政府から旧機構に対して出資された

ものとされた額（基盤法改正法附則第十三条において読み替えて準用する基盤法改

正法附則第十条の規定により資本金を増加し又は減少した場合にあっては、同条の

規定により出資されたものとされた額を含み、同条の規定により出資がなかったも

のとされた額を除く。） 
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７ 前項第一号の資産の価額は、機構成立の日現在における時価を基準として評価委員

が評価した価額とする。 

８ 前項の評価委員その他評価に関し必要な事項は、政令で定める。 

９ 第一項の規定により機構が旧機構の権利及び義務を承継したときは、次の各号に掲

げる金額は、それぞれ、機構の設立に際し当該各号の政府以外の者から機構に対して

当該各号に掲げる業務に必要な資金に充てるべきものとして出資されたものとする。 

一 解散時までに政府以外の者から旧機構に対して出資された金額の二分の一に相当

する金額 第十七条第一号に掲げる業務 

二 解散時までに政府以外の者から旧機構に対して出資された金額から前号に掲げる

金額を差し引いた金額 第十七条第二号に掲げる業務 

三 基盤法改正法附則第三条第一項の規定により政府以外の者から旧機構に対して出

資されたものとされた額（基盤法改正法附則第十三条において読み替えて準用する

基盤法改正法附則第十条の規定により資本金を増加した場合にあっては同条の規定

により出資されたものとされた額を含み、同条の規定又は次条第二項の規定により

資本金を減少した場合にあっては基盤法改正法附則第十三条において読み替えて準

用する基盤法改正法附則第十条の規定により出資がなかったものとされた額又は次

条第二項の規定により払戻しをした持分に係る出資額を除く。） 附則第九条第一

項から第三項までに規定する業務 

１０ 旧機構が発行した出資証券の上に存在する質権は、第七条第一項の規定により出

資者が受けるべき機構の出資証券の上に存在する。 

１１ 旧機構の解散については、旧石油代替エネルギー法第五十五条第一項の規定によ

る残余財産の分配は、行わない。 

１２ 第一項の規定により旧機構が解散した場合における解散の登記については、政令

で定める。 

 

（持分の払戻し） 

第三条 基盤法改正法附則第三条第一項の規定により政府以外の者から旧機構に対して

出資されたものとされた額（基盤法改正法附則第十三条において読み替えて準用する

基盤法改正法附則第十条の規定により資本金を増加し又は減少した場合にあっては、

同条の規定により出資があったものとされた額を含み、同条の規定により出資がなか

ったものとされた額を除く。）については、当該政府以外の者は、旧機構に対し、政

令で定める期間に限り、その持分の払戻しを請求することができる。 

２ 旧機構は、前項の規定による請求があったときは、旧石油代替エネルギー法第十六

条第一項の規定にかかわらず、当該請求をした者に対し、政令で定める日における旧

鉱工業承継勘定に属する資産の価額から負債の金額を差し引いた額に対する当該請求

をした者の持分に相当する金額により払戻しをしなければならない。この場合におい

て、旧機構は、当該持分に係る出資額により資本金を減少するものとする。 

３ 前条第七項及び第八項の規定は、前項の資産の価額について準用する。この場合に

おいて、同条第七項中「機構成立の日」とあるのは、「附則第三条第二項に規定する

政令で定める日」と読み替えるものとする。 

４ 前条第九項（第三号を除く。）の規定により政府以外の者が機構に出資したものと
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された金額については、当該政府以外の者は、機構に対し、その成立の日から一月以

内に限り、当該持分の払戻しを請求することができる。 

５ 機構は、前項の規定による請求があったときは、第八条第一項の規定にかかわらず、

当該持分に係る出資額に相当する金額により払戻しをしなければならない。この場合

において、機構は、その払戻しをした金額により資本金を減少するものとする。 

 

（事務所に関する経過措置） 

第四条 機構は、政令で定める日までの間、第五条の規定にかかわらず、主たる事務所

を東京都に置く。 

 

第五条 削除 

 

（探鉱貸付経過業務） 

第六条 機構は、旧石油代替エネルギー法第三十九条第一項第四号の規定により貸し付

けられた資金に係る債権（附則第二条第一項の規定により承継したものに限る。）の

回収が終了するまでの間、第十五条に規定する業務のほか、当該債権の管理及び回収

並びにこれらに附帯する業務（以下「探鉱貸付経過業務」という。）を行う。 

２ 前項の規定により機構が探鉱貸付経過業務を行う場合には、第十六条第一項及び第

四項中「前条第一項第十四号に掲げる業務」とあるのは「前条第一項第十四号に掲げ

る業務及び附則第六条第一項に規定する探鉱貸付経過業務」と、第十七条第二号中

「第十五条第一項各号（第十二号及び第十三号を除く。）及び第二項各号に掲げる業

務」とあるのは「第十五条第一項各号（第十一号及び第十二号を除く。）及び第二項

各号に掲げる業務並びに附則第六条第一項に規定する探鉱貸付経過業務」と、第十九

条第一項中「第十五条に規定する業務」とあるのは「第十五条に規定する業務及び附

則第六条第一項に規定する探鉱貸付経過業務」と、第二十七条第一号中「第十五条に

規定する業務」とあるのは「第十五条に規定する業務並びに附則第六条第一項に規定

する探鉱貸付経過業務」とする。 

 

（研究基盤出資経過業務） 

第七条 機構は、政令で定める日までの間、第十五条に規定する業務のほか、旧研究開

発体制整備法第四条第三号の規定に基づく出資により旧機構が取得した株式で附則第

二条第一項の規定により承継したものの処分及びこれに附帯する業務（以下「研究基

盤出資経過業務」という。）を行う。 

２ 機構は、研究基盤出資経過業務に係る経理については、その他の経理と区分し、特

別の勘定（以下「研究基盤出資経過勘定」という。）を設けて整理しなければならな

い。 

３ 第一項の規定により機構が研究基盤出資経過業務を行う場合には、第十九条第一項

中「それぞれの勘定」とあるのは「それぞれの勘定並びに附則第七条第二項に規定す

る研究基盤出資経過勘定」と、「第十五条に規定する業務」とあるのは「第十五条に

規定する業務及び附則第七条第一項に規定する研究基盤出資経過業務」と、第二十七

条第一号中「第十五条に規定する業務」とあるのは「第十五条に規定する業務並びに
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附則第七条第一項に規定する研究基盤出資経過業務」とする。 

 

（研究基盤出資経過勘定の廃止等） 

第八条 機構は、研究基盤出資経過業務を終えたときは、研究基盤出資経過勘定を廃止

するものとし、その廃止の際研究基盤出資経過勘定についてその債務を弁済してなお

残余財産があるときは、当該残余財産の額を国庫に納付しなければならない。 

２ 機構は、前項の規定により研究基盤出資経過勘定を廃止したときは、その廃止の際

研究基盤出資経過勘定に属する資本金の額により資本金を減少するものとする。 

 

（鉱工業承継業務） 

第九条 機構は、政令で定める日までの間、第十五条に規定する業務のほか、基盤法改

正法附則第二条第一項の規定により旧機構が基盤技術研究促進センター（以下「セン

ター」という。）から承継した株式で附則第二条第一項の規定により承継したものの

処分及びこれに附帯する業務を行う。 

２ 機構は、基盤法改正法第一条の規定による改正前の基盤法第三十一条第一項第一号、

基盤法改正法第二条の規定による改正前の基盤法第三十一条第一号及び基盤法改正法

附則第十四条第二項の規定により貸し付けられた資金に係る債権（附則第二条第一項

の規定により承継したものに限る。）並びに次項の規定により貸し付けられた資金に

係る債権の回収が終了するまでの間、第十五条に規定する業務のほか、当該債権の管

理及び回収並びにこれらに附帯する業務を行う。 

３ 機構は、平成十三年三月三十一日までに基盤法改正法第一条の規定による改正前の

基盤法第三十一条第一項第一号の規定によりセンターが締結した貸付契約（基盤法改

正法附則第二条第一項の規定により旧機構が承継したものに限る。）のうち附則第二

条第一項の規定による旧機構の解散の時において、まだ、その履行を完了していない

ものがあるときは、基盤法改正法附則第二条第一項の規定によるセンターの解散の日

から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日までの間、第十五条に規

定する業務のほか、当該貸付契約に係る貸付け及びこれに附帯する業務を行うことが

できる。 

４ 機構は、前三項に規定する業務（以下「鉱工業承継業務」という。）に係る経理に

ついては、その他の経理と区分し、特別の勘定（以下「鉱工業承継勘定」という。）

を設けて整理しなければならない。 

５ 第一項から第三項までの規定により機構が鉱工業承継業務を行う場合には、第十九

条第一項中「それぞれの勘定」とあるのは「それぞれの勘定並びに附則第九条第四項

に規定する鉱工業承継勘定」と、「第十五条に規定する業務」とあるのは「第十五条

に規定する業務及び附則第九条第四項に規定する鉱工業承継業務」と、第二十七条第

一号中「第十五条に規定する業務」とあるのは「第十五条に規定する業務並びに附則

第九条第四項に規定する鉱工業承継業務」とする。 

６ 第二項及び第三項の規定により機構が業務を行う場合には、第十六条第一項中「前

条第一項第十四号に掲げる業務の一部」とあるのは「前条第一項第十四号に掲げる業

務の一部並びに附則第九条第二項及び第三項に規定する業務の全部又は一部」と、同

条第四項中「前条第一項第十四号に掲げる業務」とあるのは「前条第一項第十三号に
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掲げる業務並びに附則第九条第二項及び第三項に規定する業務」とする。 

 

（鉱工業承継勘定の廃止等） 

第十条 機構は、鉱工業承継業務を終えたときは、鉱工業承継勘定を廃止するものとし、

その廃止の際鉱工業承継勘定についてその債務を弁済してなお残余財産があるときは、

当該残余財産の額を基盤法改正法附則第三条第一項の政府及び政府以外の者（附則第

三条第二項の規定による払戻しを受けた者を除く。）に対し、その出資額に応じて分

配するものとする。 

２ 前項の規定により各出資者に分配することができる金額は、その出資額を限度とす

る。 

３ 機構は、第一項の規定により鉱工業承継勘定を廃止した場合において同勘定に残余

財産があるときは、政令で定めるところにより、当該残余財産の額に相当する金額を

国庫に納付するものとする。 

４ 機構は、第一項の規定により鉱工業承継勘定を廃止したときは、その廃止の際鉱工

業承継勘定に属する資本金の額により資本金を減少するものとする。 

 

第十一条 削除 

 

（石炭経過業務） 

第十二条 機構は、当分の間、第十五条に規定する業務のほか、石炭鉱業の構造調整の

完了等に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成十二年法律第十六号。以下「整備

法」という。）附則第三条第一項から第三項まで及び第五項から第七項までの規定に

よりなお従前の例によることとされる場合又は同条第四項の規定によりなおその効力

を有することとされる場合における整備法第二条の規定による廃止前の石炭鉱業構造

調整臨時措置法（昭和三十年法律第百五十六号。以下「旧構造調整法」という。）第

二十五条第一項に規定する業務並びに整備法附則第五条第一項及び第三項から第五項

までの規定によりなおその効力を有することとされる場合における整備法第二条の規

定による廃止前の石炭鉱害賠償等臨時措置法（昭和三十八年法律第九十七号。以下

「旧賠償法」という。）第十二条第一項に規定する業務（以下「石炭経過業務」とい

う。）を行うことができる。 

２ 機構は、石炭経過業務に係る経理については、その他の経理と区分し、特別の勘定

（以下「石炭経過勘定」という。）を設けて整理しなければならない。 

３ 第一項の規定により機構が石炭経過業務を行う場合には、第十六条第一項中「前条

第一項第十四号に掲げる業務」とあるのは「前条第一項第十四号に掲げる業務及び附

則第十二条第一項に規定する石炭経過業務（石炭鉱業の構造調整の完了等に伴う関係

法律の整備等に関する法律（平成十二年法律第十六号。以下「整備法」という。）附

則第五条第一項及び第三項の規定によりなおその効力を有することとされる整備法第

二条の規定による廃止前の石炭鉱害賠償等臨時措置法（昭和三十八年法律第九十七号。

以下「旧賠償法」という。）第十二条第一項第一号から第三号までに掲げる業務（こ

れらの業務に附帯する業務を含む。）に限る。）」と、同条第四項中「前条第一項第

十四号に掲げる業務」とあるのは「前条第一項第十四号に掲げる業務及び附則第十二
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条第一項に規定する石炭経過業務（整備法附則第三条第四項の規定によりなおその効

力を有することとされる整備法第二条の規定による廃止前の石炭鉱業構造調整臨時措

置法（昭和三十年法律第百五十六号。以下「旧構造調整法」という。）第三十六条の

十九第一項に規定する求償権の行使の業務並びに整備法附則第五条第一項及び第三項

の規定によりなおその効力を有することとされる旧賠償法第十二条第一項第一号から

第三号までに掲げる業務（これらの業務に附帯する業務を含む。）に限る。）」と、

「受託金融機関等に対し」とあるのは「受託金融機関等若しくは整備法附則第三条第

四項の規定によりなおその効力を有することとされる旧構造調整法第三十六条の十九

第一項の規定により業務の委託を受けた銀行（以下「受託銀行」という。）に対し」

と、「受託金融機関等の」とあるのは「受託金融機関等若しくは受託銀行の」と、第

十八条中「第十三号（福祉用具法第二十条第一号に係る部分に限る。）」とあるのは

「第十二号（福祉用具法第二十条第一号に係る部分に限る。）並びに附則第十二条第

一項（整備法附則第五条第五項の規定によりなおその効力を有することとされる旧賠

償法第十二条第一項第五号に係る部分に限る。）」と、第二十六条中「受託金融機関

等」とあるのは「受託金融機関等又は受託銀行」と、第二十七条第一号中「第十五条

に規定する業務」とあるのは「第十五条に規定する業務並びに附則第十二条第一項に

規定する石炭経過業務」と、通則法第五十条中「及びこれに基づく政令」とあるのは

「、石炭鉱業の構造調整の完了等に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成十二年

法律第十六号。以下「整備法」という。）第二条の規定による廃止前の石炭鉱業構造

調整臨時措置法（昭和三十年法律第百五十六号。整備法附則第三条の規定によりなお

その効力を有することとされる部分に限る。）及び整備法第二条の規定による廃止前

の石炭鉱害賠償等臨時措置法（昭和三十八年法律第九十七号。整備法附則第五条の規

定によりなおその効力を有することとされる部分に限る。）並びにこれらに基づく命

令」とする。 

 

（石炭経過勘定における納付金等） 

第十三条 機構は、石炭経過勘定において、平成十七事業年度に係る通則法第四十四条

第一項又は第二項の規定による整理を行った後、経済産業大臣が、次の各号に掲げる

場合の区分に応じ当該各号に定める金額のうち、石炭経過業務に必要な資金に充てる

べき金額を勘案して機構が国庫に納付すべき金額を定めたときは、政令で定めるとこ

ろにより、当該金額を国庫に納付しなければならない。 

一 通則法第四十四条第一項の規定による積立金がある場合 整備法附則第三条第四

項の規定によりその償還についてなおその効力を有することとされる旧構造調整法

第二十五条第一項第八号、第九号、第十一号から第十三号まで、第十六号の二及び

第十六号の四の規定による貸付金並びに整備法附則第五条第三項の規定によりその

償還についてなおその効力を有することとされる旧賠償法第十二条第一項第二号及

び第三号の規定による貸付金（以下この条において「貸付金」と総称する。）の償

還金で平成十五事業年度から平成十七事業年度までに償還されたものの合計額に当

該積立金の額に相当する金額を加えた金額 

二 通則法第四十四条第二項の規定による繰越欠損金がある場合（同条第一項の規定

による積立金及び同条第二項の規定による繰越欠損金のいずれもない場合を含
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む。） 貸付金の償還金で平成十五事業年度から平成十七事業年度までに償還され

たものの合計額 

２ 機構は、石炭経過勘定において、中期目標の期間の最後の事業年度に係る通則法第

四十四条第一項又は第二項の規定による整理を行った後、経済産業大臣が、次の各号

に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額のうち、石炭経過業務に必要な資金

に充てるべき金額を勘案して機構が国庫に納付すべき金額を定めたときは、政令で定

めるところにより、当該金額を国庫に納付しなければならない。 

一 通則法第四十四条第一項の規定による積立金がある場合 貸付金の償還金で当該

中期目標の期間中に償還されたものの合計額（機構の成立後最初の中期目標の期間

にあっては、平成十五事業年度から平成十七事業年度までに償還された金額を除

く。）に当該積立金に相当する金額を加えた金額 

二 通則法第四十四条第二項の規定による繰越欠損金がある場合（同条第一項の規定

による積立金及び同条第二項の規定による繰越欠損金のいずれもない場合を含

む。） 貸付金の償還金で当該中期目標の期間中に償還されたものの合計額（機構

の成立後最初の中期目標の期間にあっては、平成十五事業年度から平成十七事業年

度までに償還された金額を除く。） 

３ 経済産業大臣は、前二項の規定により金額を定めようとするときは、あらかじめ、

経済産業省の独立行政法人評価委員会の意見を聴くとともに、財務大臣に協議しなけ

ればならない。 

４ 機構は、第一項又は第二項の規定により納付金を納付したときは、次の各号に掲げ

る場合の区分に応じ当該各号に定める金額により、それぞれ資本金を減少するものと

する。 

一 第一項第一号又は第二項第一号に掲げる場合 納付金の納付額から第一項第一号

又は第二項第一号の積立金の額に相当する金額を差し引いた金額 

二 第一項第二号又は第二項第二号に掲げる場合 納付金の納付額に第一項第二号又

は第二項第二号の繰越欠損金の額に相当する金額を加えた金額（繰越欠損金がない

場合にあっては、納付金の納付額） 

５ 前各項に定めるもののほか、納付金の納付の手続その他積立金及び貸付金の償還金

の処分に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

（特定事業活動等促進業務） 

第十四条 機構は、第十五条に規定する業務のほか、エネルギー等の使用の合理化及び

資源の有効な利用に関する事業活動の促進に関する臨時措置法（平成五年法律第十八

号。以下「特定事業活動促進法」という。）第十条に規定する業務（以下「特定事業

活動等促進業務」という。）を行う。 

２ 前項の規定により機構が特定事業活動等促進業務を行う場合には、第十六条第一項

及び第四項中「前条第一項第十三号に掲げる業務」とあるのは「前条第一項第十三号

に掲げる業務及び附則第十四条第一項に規定する特定事業活動等促進業務」と、第十

七条第二号中「第十五条第一項各号（第十一号及び第十二号を除く。）及び第二項各

号に掲げる業務」とあるのは「第十五条第一項各号（第十一号及び第十二号を除

く。）及び第二項各号に掲げる業務並びに附則第十四条第一項に規定する特定が交付
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する補助金並びに附則第十四条第一項（特定事業活動促進法第十条第二号に係る部分

に限る。）の規定により機構が支給する利子補給金」と、第十九条第一項中「第十五

条に規定する業務」とあるのは「第十五条に規定する業務及び附則第十四条第一項に

規定する特定事業活動等促進業務」と、第二十七条第一号中「第十五条に規定する業

務」とあるのは「第十五条に規定する業務並びに附則第十四条第一項に規定する特定

事業活動等促進業務」とする。 

 

（特定事業活動等促進経過業務） 

第十五条 機構は、当分の間、第十五条に規定する業務のほか、エネルギー等の使用の

合理化及び再生資源の利用に関する事業活動の促進に関する臨時措置法及び石油及び

エネルギー需給構造高度化対策特別会計法の一部を改正する法律（平成十五年法律第

三十七号）の施行前に産業基盤整備基金が締結した債務保証契約に係る同法第一条に

よる改正前の特定事業活動促進法第十条第一号の業務及びこれに附帯する業務（以下

「特定事業活動等促進経過業務」という。）を行う。 

２ 機構は、特定事業活動等促進経過業務（中小企業総合事業団法及び機械類信用保険

法の廃止等に関する法律（平成十四年法律第百四十六号）附則第四条第十五項の規定

により機構に対し出資されたものとされた同項第二号に掲げる財政投融資特別会計の

投資勘定からの出資金の額に相当する金額をこれに必要な費用に充てるものに限る。

次条第一項において同じ。）に係る経理については、その他の経理と区分し、特別の

勘定（以下「特定事業活動等促進経過勘定」という。）を設けて整理しなければなら

ない。 

３ 第一項の規定により機構が特定事業活動等促進経過業務を行う場合には、第十六条

第一項及び第四項中「前条第一項第十四号に掲げる業務」とあるのは「前条第一項第

十四号に掲げる業務及び附則第十五条第一項に規定する特定事業活動等促進経過業

務」と、第十七条第二号中「第十五条第一項各号（第十二号及び第十三号を除く。）

及び第二項各号に掲げる業務」とあるのは「第十五条第一項各号（第十二号及び第十

三号を除く。）及び第二項各号に掲げる業務並びに附則第十五条第一項に規定する特

定事業活動等促進経過業務」と、第十九条第一項中「それぞれの勘定」とあるのは

「それぞれの勘定並びに附則第十五条第二項に規定する特定事業活動等促進経過勘

定」と、「第十五条に規定する業務」とあるのは「第十五条に規定する業務及び附則

第十五条第一項に規定する特定事業活動等促進経過業務」と、第二十七条第一号中

「第十五条に規定する業務」とあるのは「第十五条に規定する業務並びに附則第十五

条第一項に規定する特定事業活動等促進経過業務」とする。 

 

（特定事業活動等促進経過勘定の廃止等） 

第十六条 機構は、特定事業活動等促進経過業務を終えたときは、特定事業活動等促進

経過勘定を廃止するものとし、その廃止の際特定事業活動等促進経過勘定についてそ

の債務を弁済してなお残余財産があるときは、当該残余財産の額を国庫に納付しなけ

ればならない。 

２ 機構は、前項の規定により特定事業活動等促進経過勘定を廃止したときは、その廃

止の際特定事業活動等促進経過勘定に属する資本金の額により資本金を減少するもの
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とする。 

 

（余裕金の運用に関する経過措置） 

第十七条 機構は、中小企業総合事業団法及び機械類信用保険法の廃止等に関する法律

附則第四条第一項の規定により産業基盤整備基金の権利及び義務を承継したときは、

その承継の際現に財政融資資金預託金として預託しているものについては、通則法第

四十七条の規定にかかわらず、当該財政融資資金預託金の契約上の預託期間が満了す

るまでの間は、引き続き業務上の余裕金として財政融資資金に預託することができる。 

 

（石油代替エネルギー経過業務） 

第十八条 機構は、当分の間、第十五条に規定する業務のほか、石油代替エネルギーの

開発及び導入の促進に関する法律等の一部を改正する法律（平成二十一年法律第七十

号。以下「改正法」という。）による改正前の石油代替エネルギーの開発及び導入の

促進に関する法律第十一条第一号に掲げる業務及びこれに附帯する業務（改正法の施

行前に同号の規定により機構が交付した補助金に係るものに限る。以下「石油代替エ

ネルギー経過業務」という。）を行うことができる。 

２ 前項の規定により機構が石油代替エネルギー経過業務を行う場合には、第十七条第

一号中「第十五条第一項各号（第一号ロ及びニ、第四号、第五号（第一号ニに掲げる

技術に係るものに限る。）、第六号ロ、第七号並びに第十二号から第十四号までを除

く。）に掲げる業務」とあるのは「第十五条第一項各号（第一号ロ及びニ、第四号、

第五号（第一号ニに掲げる技術に係るものに限る。）、第六号ロ、第七号並びに第十

二号から第十四号までを除く。）に掲げる業務及び附則第十八条第一項に規定する石

油代替エネルギー経過業務」と、同条第二号中「第十五条第一項各号（第十二号及び

第十三号を除く。）及び第二項各号に掲げる業務」とあるのは「第十五条第一項各号

（第十二号及び第十三号を除く。）及び第二項各号に掲げる業務並びに附則第十八条

第一項に規定する石油代替エネルギー経過業務」と、第十八条中「機構が交付する補

助金」とあるのは「機構が交付する補助金並びに石油代替エネルギーの開発及び導入

の促進に関する法律等の一部を改正する法律（平成二十一年法律第七十号）の施行前

に同法による改正前の石油代替エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律第十一

条第一号の規定により機構が交付した補助金」と、第十九条第一項中「第十五条に規

定する業務」とあるのは「第十五条に規定する業務及び附則第十八条第一項に規定す

る石油代替エネルギー経過業務」と、第二十七条第一号中「第十五条に規定する業

務」とあるのは「第十五条に規定する業務及び附則第十八条第一項に規定する石油代

替エネルギー経過業務」とする。 

 

附 則 〔平成十五年五月九日法律第三十七号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十五年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日又は時から施行する。 

一 第一条中エネルギー等の使用の合理化及び再生資源の利用に関する事業活動の促
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進に関する臨時措置法（以下「特定事業活動促進法」という。）附則第二条の改正

規定並びに附則第三条の規定、附則第六条中独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構法（平成十四年法律第百四十五号）附則第三十二条の改正規定並びに

附則第八条及び第九条の規定 公布の日 

二 附則第七条の規定 独立行政法人中小企業基盤整備機構の成立の時 

 

附 則 〔平成十五年五月九日法律第三十八号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十五年十月一日から施行する。 

 

附 則 〔平成十六年四月二十一日法律第三十五号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日又は時から施

行する。 

二 前号に掲げる規定以外の規定 独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「機

構」という。）の成立の時 

 

附 則 〔平成十六年六月十八日法律第百二十四号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、新不動産登記法の施行の日から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行の日が行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律の施行

の日後である場合には、第五十二条のうち商業登記法第百十四条の三及び第百十七条

から第百十九条までの改正規定中「第百十四条の三」とあるのは、「第百十四条の

四」とする。 

 

附 則 〔平成十六年六月二十三日法律第百三十号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十六年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

二 第二条、第七条、第十条、第十三条及び第十八条並びに附則第九条から第十五条

まで、第二十八条から第三十六条まで、第三十八条から第七十六条の二まで、第七

十九条及び第八十一条の規定 平成十七年四月一日 

 

附 則 〔平成十七年四月二十日法律第三十二号〕〔抄〕 
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（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、附則第十七条、第十九条、第二

十条、第二十一条（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法（平成十四

年法律第百四十五号）附則第五条の改正規定を除く。）、第二十二条及び第二十三条

の規定は平成十八年四月一日から、附則第二十一条中独立行政法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構法附則第五条の改正規定は平成十九年三月三十一日から施行する。 

 

（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律等の適用に関する経過措置） 

第二十二条 附則第十九条の規定の施行前に独立行政法人等の保有する情報の公開に関

する法律（平成十三年法律第百四十号）の規定に基づき機構がした行為及び機構に対

してなされた行為（附則第十三条の規定により会社が承継することとなる権利及び義

務に関するものに限る。）については、会社を同法第二条第一項に規定する独立行政

法人等とみなす。 

２ 附則第十九条の規定の施行前に独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する

法律（平成十五年法律第五十九号）の規定に基づき機構がした行為及び機構に対して

なされた行為（附則第十三条の規定により会社が承継することとなる権利及び義務に

関するものに限る。）については、会社を同法第二条第一項に規定する独立行政法人

等とみなす。 

 

附 則 〔平成十八年四月二十八日法律第三十四号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。 

 

（罰則の経過措置） 

２ この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

附 則 〔平成十九年三月三十一日法律第二十三号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十九年四月一日から施行し、平成十九年度の予算から適用す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行し、第二条第一

項第四号、第十六号及び第十七号、第二章第四節、第十六節及び第十七節並びに附則

第四十九条から第六十五条までの規定は、平成二十年度の予算から適用する。 

一 附則第二百六十六条、第二百六十八条、第二百七十三条、第二百七十六条、第二

百七十九条、第二百八十四条、第二百八十六条、第二百八十八条、第二百八十九条、

第二百九十一条、第二百九十二条、第二百九十五条、第二百九十八条、第二百九十

九条、第三百二条、第三百十七条、第三百二十二条、第三百二十四条、第三百二十

八条、第三百四十三条、第三百四十五条、第三百四十七条、第三百四十九条、第三

百五十二条、第三百五十三条、第三百五十九条、第三百六十条、第三百六十二条、
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第三百六十五条、第三百六十八条、第三百六十九条、第三百八十条、第三百八十三

条及び第三百八十六条の規定 平成二十年四月一日 

 

（罰則に関する経過措置） 

第三百九十一条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例

によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用に

ついては、なお従前の例による。 

 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三百九十二条 附則第二条から第六十五条まで、第六十七条から第二百五十九条まで

及び第三百八十二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要と

なる経過措置は、政令で定める。 

 

附 則 〔平成十九年五月十一日法律第三十六号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。 

 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第七条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第八条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政

令で定める。 

 

附 則 〔平成二十一年七月八日法律第七十号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。 

 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政

令で定める。 
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（検討） 

第五条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正

後の非化石エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律、中小企業信用保険法及び

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法の規定の施行の状況について検

討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるもの

とする。 

 

（調整規定） 

第十条 この法律の施行の日が独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法律（平成二十一年法律第 号）の施行の日前である場合

には、第三条のうち、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法附則第十

五条第三項の改正規定中「附則第十五条第三項中」とあるのは「附則第十四条第二項

及び第十五条第三項中」とし、前条のうち、特別会計に関する法律第八十五条第三項

第一号イの改正規定中「可燃性天然ガス及び石炭の利用の促進又は」とあるのは「可

燃性天然ガス及び石炭の利用の促進若しくは」とする。 

２ 前項の場合において、独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律第二十五条のうち、特別会計に関する法律第八十五条第三

項第一号イの改正規定中「「若しくは非化石エネルギー」を「又は非化石エネルギ

ー」に改め、「又はエネルギー等の使用の合理化及び資源の有効な利用に関する事業

活動の促進に関する臨時措置法（平成五年法律第十八号）第十条第一号に掲げる業務

（同法第二条第七項第一号から第四号までに掲げる特定事業活動又は同条第八項第一

号若しくは第二号に掲げる特定設備の設置若しくは改善に係るものに限る。）」を削

る。」とあるのは、「「又はエネルギー等の使用の合理化及び資源の有効な利用に関

する事業活動の促進に関する臨時措置法（平成五年法律第十八号）第十条第一号に掲

げる業務（同法第二条第七項第一号から第四号までに掲げる特定事業活動又は同条第

八項第一号若しくは第二号に掲げる特定設備の設置若しくは改善に係るものに限

る。）」を削る。」とする。 


